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■
令和４年度を始期とする６年間に及ぶ『帝塚山学園第５

次中期計画』は、令和７年度から期間の後半に突入しまし

た。これまでに策定した大学編、中高編、小幼編の３編か

らなる『帝塚山学園経営安定化計画』で提示した各種施策

についても『第５次中期計画』を受けて今回とりまとめた

『令和７年度事業計画書』に的確に落とし込んでいます。 

中期計画は、本学園の各学校園、法人本部の重点目標と

そのための行動計画を中期的な観点からとりまとめたも

ので、年度単位でまとめた「事業計画書」において、当該

年度で行うべき事項を更に具体的に明示することで計画の確実な達成をめざしています。また、

毎年の「事業報告書」では、当初計画に対してどの程度達成できたか、その成果を評価検証して

おり、その結果を次年度の「事業計画書」に反映させています。この「中期計画」を中心に展開し

ているマネジメントサイクル（ＰＤＣＡサイクル）こそ本学園経営における重要なメインシステ

ムと強く位置づけ、日々の教育活動や各種の業務にあたっています。 

 

さて、本学園のあるべき姿『変化する時代に選ばれ続ける総合学園』を実現するため、各学校

園及び法人本部は、「教育の内容の質の維持向上」、「組織力の強化」、「経営基盤の強化」からなる

３つの柱の達成に全力を尽くしていかなければなりません。特に「経営基盤の強化」のために「中

期計画」を支える『帝塚山学園経営安定化計画』に沿って、経営安定化の大前提となる学生生徒

等定員の確保に資する諸施策を鋭意進めていくことが求められています。一方、外部に目を転じ

ると、少子化がすさまじい速さで進む中、ＡＩの台頭に代表される産業や社会・経済構造の大き

な変化、また国際競争の激化に対応できる人材を養成していかなければなりません。また、本年

度は改正私立学校法が施行され、社会の信頼を得て、一層発展していくため、社会の要請に応え

得る実効性のあるガバナンス改革を推進することが私立学校には求められています。 

『第５次中期計画』、『帝塚山学園経営安定化計画』、そして『令和７年度事業計画』において掲

げた各目標を確実に達成し、学園にとって”正念場”となるこの時期を乗り越えていくために、

役員、教職員の皆様の引き続きのご協力、ご支援を賜りますことを心からお願い申し上げます。 
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第５次中期計画の開始から４年目となる令和７年度は、「帝塚山学園経営安定化計画（大学編、

中高編、小幼編）」の趣旨に従い、これまで準備してきた施策を本格展開する重要な年度となり

ます。特に、「経営基盤の強化」にあっては、その実現に向けての諸施策を確実に行うこととし

ています。 

このため、令和７年度予算については、令和７年度予算編成の基本方針のもと、各部予算配

賦額は前年度予算配賦額を上回らない金額とするとともに、教職員の定員管理による人件費の

抑制、その他経費の縮減等を主眼に編成作業を行いました。 

しかしながら、学生生徒数の減少に伴う事業活動収入の減少により、基本金組入前当年度収

支差額は１１億７千万円余の支出超過となりました。 

資金収支計算書及び事業活動収支計算書は次頁以降に示すとおりでありますが、令和６年度

予算との対比で特記すべきものは以下のとおりであります。 

 

教育活動収支 

 収入面においては、学生生徒等納付金は在籍者数と入学予定者数を基に算出した結果、

学生生徒数の減少により減額となりました。 

 手数料は、前年度の志願者数実績にて入学検定料収入が増加したため増額となりました。 

 経常費補助金は、国庫補助金においては収容定員に対する現員の減少により減額となり

ましたが、地方公共団体補助金が奈良県私立高等学校等就学支援金の制度拡充に伴い増額

となったことから、差引で増額となりました。 

 

 支出面においては、専任教員数の減少により人件費は減額となりました。 

 教育研究経費及び管理経費においては、大学学生数減少に伴う奨学費支出の減、照明Ｌ

ＥＤ化の推進による電気料金の削減、学園前各校舎空調更新等の修繕工事計画の進行に伴

う修繕費の削減等により減額となりました。 

 

教育活動外収支 

  収入面の受取利息・配当金においては、現在の預金や保有する有価証券等を基に算出し

増額となりました。支出面の借入金等利息においては、借入金元金の減少により減額とな

りました。 

 

特別収支 

 収入面においては、前年度の実績から算出した現物寄付金を計上しました。 

支出面においては、図書、備品等の廃棄に伴う資産処分差額を計上しました。 

 

基本金組入額合計 

大学教育研究支援ネットワークシステムのリプレイス、小学校コンピュータ教室の整備、

中学校・高等学校教員用パソコンの更新等の各学校 ICT 教育環境整備事業の実施及び、大

学学園前 10 号館空調設備更新工事等の新規工事により、令和６年度予算と比較して約３億

２千６百万円の組入額増となりました。 

 

令和７年度予算は以上のとおりでありますが、本法人の収支改善において影響が大きい大

学の経営安定化を引き続き最優先課題と捉え、諸施策を進めることといたします。 
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［１］　資金収支計算書

（単位　円）

科目 令和６年度 令和７年度 増減

学生生徒等納付金収入 5,341,450,000 5,173,410,000 △ 168,040,000

手数料収入 96,730,000 98,200,000 1,470,000

寄付金収入 45,400,000 39,350,000 △ 6,050,000

補助金収入 1,185,650,000 1,198,450,000 12,800,000

資産売却収入 16,880,000 0 △ 16,880,000

付随事業・収益事業収入 45,020,000 44,060,000 △ 960,000

受取利息・配当金収入 130,000,000 136,840,000 6,840,000

雑収入 227,860,000 226,610,000 △ 1,250,000

前受金収入 697,590,000 694,640,000 △ 2,950,000

その他の収入 262,270,000 226,990,000 △ 35,280,000

資金収入調整勘定 △ 750,430,000 △ 772,190,000 △ 21,760,000

前年度繰越支払資金 1,746,004,637 1,436,192,637 △ 309,812,000

収入の部合計 9,044,424,637 8,502,552,637 △ 541,872,000

科目 令和６年度 令和７年度 増減

人件費支出 4,844,670,000 4,795,990,000 △ 48,680,000

教育研究経費支出 1,647,420,000 1,597,230,000 △ 50,190,000

管理経費支出 452,780,000 451,470,000 △ 1,310,000

借入金等利息支出 21,245,000 14,658,000 △ 6,587,000

借入金等返済支出 287,126,000 296,856,000 9,730,000

施設関係支出 595,580,000 486,560,000 △ 109,020,000

設備関係支出 202,400,000 640,690,000 438,290,000

資産運用支出 109,510,000 28,860,000 △ 80,650,000

その他の支出 81,830,000 156,640,000 74,810,000

予備費 15,000,000 15,000,000 0

資金支出調整勘定 △ 66,020,000 △ 81,910,000 △ 15,890,000

翌年度繰越支払資金 852,883,637 100,508,637 △ 752,375,000

支出の部合計 9,044,424,637 8,502,552,637 △ 541,872,000

収入の部

支出の部
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［２］　事業活動収支計算書

（単位　円）

令和６年度 令和７年度 差　額

金額 金額 金　額

学生生徒等納付金 5,341,450,000 5,173,410,000 △ 168,040,000

手数料 96,730,000 98,200,000 1,470,000

寄付金 45,400,000 39,350,000 △ 6,050,000

経常費等補助金 1,185,650,000 1,198,450,000 12,800,000

付随事業収入 45,010,000 44,060,000 △ 950,000

雑収入 227,860,000 226,610,000 △ 1,250,000

教育活動収入計 6,942,100,000 6,780,080,000 △ 162,020,000

金額 金額 金　額

人件費 4,812,980,000 4,804,210,000 △ 8,770,000

教育研究経費 2,768,390,000 2,718,200,000 △ 50,190,000

管理経費 536,360,000 535,050,000 △ 1,310,000

徴収不能額等 180,000 0 △ 180,000

教育活動支出計 8,117,910,000 8,057,460,000 △ 60,450,000

教育活動収支差額 △ 1,175,810,000 △ 1,277,380,000 △ 101,570,000

金額 金額 金　額

受取利息・配当金 130,000,000 136,840,000 6,840,000

その他の教育活動外収入 10,000 0 △ 10,000

教育活動外収入計 130,010,000 136,840,000 6,830,000

金額 金額 金　額

借入金等利息 21,245,000 14,658,000 △ 6,587,000

その他の教育活動外支出 0 0 0

教育活動外支出計 21,245,000 14,658,000 △ 6,587,000

教育活動外収支差額 108,765,000 122,182,000 13,417,000

経常収支差額 △ 1,067,045,000 △ 1,155,198,000 △ 88,153,000

金額 金額 金　額

資産売却差額 0 0 0

その他の特別収入 16,710,000 8,490,000 △ 8,220,000

特別収入計 16,710,000 8,490,000 △ 8,220,000

金額 金額 金　額

資産処分差額 10,500,000 10,500,000 0

その他の特別支出 0 0 0

特別支出計 10,500,000 10,500,000 0

特別収支差額 6,210,000 △ 2,010,000 △ 8,220,000

【予備費】 15,000,000 15,000,000 0

基本金組入前当年度収支差額 △ 1,075,835,000 △ 1,172,208,000 △ 96,373,000

基本金組入額合計 △ 996,320,000 △ 1,322,330,000 △ 326,010,000

当年度収支差額 △ 2,072,155,000 △ 2,494,538,000 △ 422,383,000

前年度繰越収支差額 △ 15,096,301,232 △ 17,111,166,232 △ 2,014,865,000

基本金取崩額 0 394,210,000 394,210,000

翌年度繰越収支差額 △ 17,168,456,232 △ 19,211,494,232 △ 2,043,038,000

（参考）

事業活動収入計 7,088,820,000 6,925,410,000 △ 163,410,000

事業活動支出計 8,164,655,000 8,097,618,000 △ 67,037,000
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